
概ね5年で実施する取り組み

令和元年6月6日

重信川大規模氾濫に関する減災対策協議会

資料６-１



○概ね５年で実施する取組

実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定

１）ハード対策の主な取組

■洪水を河川内で安全に流す対策

〈重信川・石手川〉
　・ＪＲ石手川橋梁上流右
岸岸高水敷掘削
　・漏水対策事業
　・侵食・洗掘対策事業
　・適正な河道の維持管理
　
〈御坂川・石手川・砥部川〉
　・御坂川河川改修事業
　・石手川河川改修事業
　・砥部川河床掘削

Ｒ

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

・危機管理型ハード対策とし
て、堤防天端の保護を推進

Ｒ

・早期に氾濫が発生する地
区に対して、洪水時の避難
勧告等の発令判断に活用
する水位計の整備

Ｈ

・避難行動に必要な映像提
供を考慮したCCTVカメラ
（簡易型河川監視カメラ含
む）の配置計画の検討を実
施

Ｈ、Ｇ
Ｒ

・住民に対して、的確に情
報伝えるため、警報施設を
改良する。

Ｈ、Ｇ
Ｒ

氾濫による危険性が特に高
い等の区間において、樹
木・堆積土砂等に起因した
氾濫の危険性概ね解消

Ｒ

課題の
対応

項目 事項 内容

松山市 松前町東温市伊予市
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実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定

１）ハード対策の主な取組

■洪水を河川内で安全に流す対策

〈重信川・石手川〉
　・ＪＲ石手川橋梁上流右
岸岸高水敷掘削
　・漏水対策事業
　・侵食・洗掘対策事業
　・適正な河道の維持管理
　
〈御坂川・石手川・砥部川〉
　・御坂川河川改修事業
　・石手川河川改修事業
　・砥部川河床掘削

・御坂川（権内堰～宮北
橋）及び石手川（日の出
町）の河川改修事業の促
進

　・砥部川の河床掘削の
実施

～H31年度

H30年度～

・御坂川
H31.4末現在、宮北
橋の下流まで両岸側
護岸整備を完了
・石手川
護岸整備工事着手

・御坂川
Ｈ31年度に宮北橋上流の左岸側
護岸整備工事継続実施
・石手川
H31年度左岸護岸整備工事継
続実施
・砥部川
H30年度重信川合流部付近の
河床掘削完了

〈重信川〉
　・ＪＲ石手川橋梁上流右
岸高水敷掘削

　・漏水対策事業

　
 

　・侵食・洗掘対策事業

　・適正な河道の維持管
理

　
　
H30年度まで
　　　　　　　　R2
年度まで

　
R2年度まで

引き続き実施

・掘削完了

・H29.9被災箇所は工
事実施中

・実施中

・適宜

・R２までに対策実施予定

・R2までに対策実施予定

・適宜

■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

・危機管理型ハード対策とし
て、堤防天端の保護を推進

・堤防天端の保護 R2年度まで H29年度完了 実施済

・早期に氾濫が発生する地
区に対して、洪水時の避難
勧告等の発令判断に活用
する水位計の整備

・砥部川・御坂川・川付川
への危機管理型水位計の
設置

R元年度 －

・砥部川（砥部町岩谷口）・御坂
川（松山市上野町）・川付川（松
山市松末）において、洪水時の河
川水位情報を提供するための危
機管理型水位計を設置予定
・危機管理水位計を本年度5カ
所設置予定

・危険箇所に水位計（危機
管理型水位計含む）の整
備

H28年度～

・危険箇所にH29.3月
に3箇所設置済み。

・H31.3月時点で9基
設置済み。

実施済

・避難行動に必要な映像提
供を考慮したCCTVカメラ
（簡易型河川監視カメラ含
む）の配置計画の検討を実
施

・避難行動に必要な映像
提供を考慮したCCTVカメ
ラ（簡易型河川監視カメラ
含む）の配置計画の検討
を実施

R元年度～ －
R元度以降、管理型カメラを4基
設置予定

・避難行動に必要な映像
提供を考慮したCCTVカメ
ラ（簡易型河川監視カメラ
含む）の配置計画の検討
を実施

H28年度～
H29.3月にCCTVカメ
ラ3箇所設置済み。

R元度以降、管理型カメラを4基
設置予定

・住民に対して、的確に情
報伝えるため、警報施設を
改良する。

・サイレン・スピーカ等の設
備の改良及び施設の耐水
化

H30年度～
H30年度から検討開
始

R元度以降、順次実施予定

氾濫による危険性が特に高
い等の区間において、樹
木・堆積土砂等に起因した
氾濫の危険性概ね解消

氾濫による危険性が特に
高い等の区間において、
樹木・堆積土砂等を実施

R元年度～ － R2までに実施予定
氾濫による危険性が特に
高い等の区間において、
樹木・堆積土砂等を実施

R元年度～ － R2までに実施予定

四国地整愛媛県砥部町

内容

気象台

項目 事項
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実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定

２）ソフト対策の主な取組　　①急激な水位上昇に対する円滑かつ迅速な避難行動のための取組

■情報伝達、避難計画等に関する取組

・リアルタイムの情報提供や
プッシュ型情報の発信及び
連絡網の整備、ホットライン
の構築

Ｅ、Ｆ
Ｇ、Ｊ

・登録制メール（モバイル
松山消防）の利用促進

・避難勧告等発令時は
プッシュ型発信（緊急速報
メール）を実施

・浸水想定区域内の要配
慮者施設に水位情報の発
信（ＢＩＺＦＡＸ）

・毎年、出水期前にホット
ラインの連絡体制を確認

引き続き実施

・防災イベントや訓練
等を通じて周知啓発

・緊急速報メールの活
用を避難勧告等判断
伝達マニュアルに記
載（Ｈ30.3）

・浸水想定区域内の
要配慮者施設への情
報配信訓練を実施（Ｈ
31.3.15）

松山河川国道事務所
主催の洪水対応演習
において、ﾎｯﾄﾗｲﾝに
よる情報伝達訓練を
実施（Ｈ31.4.23）

引き続き実施

防災行政無線の活用、
webへの情報の掲載、安
全安心メール、ツイッター
による発信の実施。

・毎年、出水期前にホット
ラインの連絡体制を確認

H28年度～

防災行政無線を活用
した訓練、ツイッター
等を活用した防災情
報の提供を実施。

・引続き実施するとともに、webの
活用について検討する。

・毎年、ホットラインの連絡体制を
確認予定。

・とうおんメール（防災な
ど）の利用登録者の増加

・毎年、出水期前にホット
ラインの連絡体制を確認

H28年度～
H31.4月末現在
登録1,526件

登録の促進を図る。

・川の防災情報の利用啓
発
・愛媛県防災メールやア
ラームメール（えひめ河川
メール）の登録啓発
・登録制メールの導入
・スマートフォンＰＵＳＨ配信
サービスの導入

・毎年、出水期前にホット
ラインの連絡体制を確認

H28年度～

・各地区自主防災組織が開催す
る防災講座に出向き、登録及び
利用を啓発(7地区:約320名)
・H29.3.25開催の防災士ﾌｫﾛｰｱｯ
ﾌﾟ研修にて参加者81名に5月から
の国のプッシュ型情報配信につい
て周知した。広報･HP･ﾌｪｲｽﾌﾞｯ
ｸ･防災講座にて周知(H29.4月に
実施)
・H29年8月19日北川原自主防
災会防災講座において利用・登
録啓発実施
・H29.11.9各地区自主防災会長
を対象とした｢台風18号に関する
意見交換会｣において登録･利用
啓発及び地域への周知依頼を実
施
・H30.2.28自主防災会連合会総
会において自主防会長へﾒｰﾙｱﾄﾞ
ﾚｽの届出を依頼
・H30.3.3西高柳自主防災会防災
講習会において利用・登録啓発
実施
・H30.4.15北川原川口組防災講
座において利用・登録啓発実施
・H30.5.13神崎防災講座におい
て利用・登録啓発実施
・H30.5.28恵久美防災講座にお
いて利用・登録啓発実施

・HPにﾘﾝｸを貼っていることを広
報やﾌｪｲｽﾌﾞｯｸで周知(H30.3月
までに実施予定)
・各地区自主防災組織の防災講
座において登録･利用啓発(随時)
・戸別受信機購入の補助制度の
検討(H31年度～)
・登録制メール導入の検討(H30
年度～)
・スマートフォンＰＵＳＨ配信サービ
ス導入の検討(H30年度～)
・自主防災会長のﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽを収
集し、情報･状況等を一斉配信す
る手法を検討(H30年度～)

・想定最大規模降雨に伴う
洪水に対応した防災行動
計画（タイムライン）作成、
関係機関の連携状況等を
踏まえた精度向上並びに訓
練の実施

Ｂ

・国、県と協力しタイムライ
ンの精度向上

・国、県が実施するタイム
ラインによる訓練への参加

・市独自の水害図上訓練
でタイムラインを活用

H28年度～

水害図上訓練でタイ
ムラインを活用（Ｈ
30.4.19）

・H29出水を踏まえ、
タイムラインを見直し
（Ｈ30.3）

・タイムラインは随時更新
（R1.5.29警戒レベル導入に伴う
見直し予定）

・国、県が実施する訓練には継続
して参加

・水害図上訓練でタイムラインを
活用

・国、県と協力しタイムライ
ンの精度向上

・国、県が実施するタイム
ラインによる訓練への参加

H28年度～
・H29出水を踏まえ、
タイムラインの見直し
を行った。

タイムラインは随時更新し、精度
向上を図る。（R1.5.29警戒レベ
ル導入に伴う見直し予定）

・国、県と協力しタイムライ
ンの精度向上

・国、県が実施するタイム
ラインによる訓練への参加

H28年度～
・H29出水を踏まえ、
タイムラインの見直し
を行った。

タイムラインは随時更新し、精度
向上を図る。（R1.5.29警戒レベ
ル導入に伴う見直し予定）

・国、県と協力しタイムライ
ンの精度向上

・国、県が実施するタイム
ラインによる訓練への参加

H28年度～

・H29.5.12に松山河川国
道事務所が実施した洪水
対応演習において、ﾎｯﾄﾗ
ｲﾝによる所長と首長の情
報伝達訓練に参加

・H30.4.20松山河川国道
事務所が実施した洪水対
応演習において、ﾎｯﾄﾗｲ
ﾝによる所長と首長の情
報伝達訓練に参加。

・H29出水を踏まえ、タイ
ムラインの見直しを行っ
た。

タイムラインは随時更新し、精度
向上を図る。（R1.5.29警戒レベ
ル導入に伴う見直し予定）
・タイムライン検討委員会の立上
げ等精度向上に向けた具体的な
取組みを国に要望(H30年度～)

・想定最大規模降雨に伴う
洪水対応の避難計画及び
近隣市町との広域避難に
関する調整及び避難経路
の検討

Ｃ、Ｄ
Ｉ

・近隣市町との広域避難
に関する調整、避難経路
の検討

H28年度～検
討

対象地区による地区
防災計画への記載

Ｈ２９年度から国が実施する広域
避難に関する検討着手に合わせ
て検討する。

近隣市町との広域避難に
関する調整、避難経路の
検討

H28年度～検
討

未
Ｈ２９年度から国が実施する広域
避難に関する検討着手に合わせ
て検討する。

近隣市町との調整が必要
な場合に行う。 未

Ｈ２９年度から国が実施する広域
避難に関する検討着手に合わせ
て検討する。

・近隣市町との広域避難
に関する調整、避難経路
の検討

H28年度～検
討

検討中
Ｈ２９年度から国が実施する広域
避難に関する検討着手に合わせ
て検討する。

・洪水予報文の改良 Ａ

・想定最大規模も含めた浸
水想定区域図及び浸水シ
ミュレーション、家屋倒壊等
氾濫想定区域の公表

Ｈ

・想定最大規模対応ハザー
ドマップ（統合型防災マッ
プ）の作成・配布

Ｉ
・想定最大規模対応ハ
ザードマップの作成・配布

R2年度まで

・計画規模のハザード
マップを防災マップに
掲載
（Ｈ27.2発行）

・想定最大規模の浸
水想定区域図を市HP
上に掲載
（Ｈ30.9）

・想定最大規模のハザードマップ
の作成・配布

・ハザードマップ（統合型防
災マップ）の改訂・配布

・また、国からの最新の浸
水区域図等データによりハ
ザードマップ（統合型防災
マップ）を次回更新時作
成・配布

R3年度まで

マップ改訂時期
をＲ3年度とし
た。

土砂災害警戒区域等、更新され
ている内容を反映させ、Ｒ3年度
にハザードマップを作成・配布す
る。

・防災マップ、ハザードマッ
プの改定・周知 R2年度まで

防災マップをH27に改
訂し、H28.3月に全戸
配布を行い、転入者
や希望者についても、
継続して配布してい
る。ただし、浸水想定
区域は旧区域。
なお、新区域は市HP
に掲載するとともに、
洪水ハザードマップを
作成し、H29.4月に対
象地域及び福祉施設
等に配布した。

転入者や希望者について、防災
マップ等の配布を継続して行う。

・国からの最新の浸水区
域図等データにより、現在
のハザードマップ（統合型
防災マップ）の改良・周知

H29年度まで

・風水害編の防災ﾏｯﾌﾟ更新
について、H29年度当初予算
化。H29年9月委託契約。
・国のﾃﾞｰﾀについては、HP及
びﾌｪｲｽﾌﾞｯｸにて周知･掲載
中。また、各地区自主防災組
織の防災講座でも周知。
・H29年8月19日北川原自主
防災会防災講座において想
定最大規模浸水想定区域図
について周知。
・H29.11.9各地区自主防災
会長を対象とした｢台風18号
に関する意見交換会｣におい
て最新浸水区域図について
の周知
・H30.3｢松前町総合防災ﾏｯ
ﾌﾟ(風水害編)｣を作成。
・H30.3.21防災士研修講座
において町内防災士に防災
ﾏｯﾌﾟを先行配布。
・H30.3.30防災ﾏｯﾌﾟを各戸
配布。
・H30年度以降、各自主防災
会防災講座において防災マッ
プを使用した想定最大規模
浸水想定区域についての周
知。

引き続き実施

・地域住民に伝わる情報提
供方法を検討

Ｅ、Ｆ
Ｇ

・防災行政無線の機能拡
充

・登録制メール（モバイル
松山消防）の利用促進

・避難勧告等発令時は
プッシュ型発信（緊急速報
メール）を実施

H28年度～

・デジタル防災行政無
線整備済み（Ｈ29.3）

・市立学校の放送設
備と防災行政無線戸
別受信機を接続（Ｈ
30.11）

・防災イベントや訓練
等を通じて周知啓発

・緊急速報メールの活
用を避難勧告等判断
伝達マニュアルに記
載（Ｈ30.3）

登録制メールの利用促進は継続
して実施

緊急速報メールは図上訓練等で
操作法等を習熟

・防災行政無線の機能拡
充を図るとともに、屋外拡
声子局の難聴エリアや自
主防災会の代表者宅への
戸別受信機の整備。
・災害時の情報伝達手段
の多重化を研究。

H30年度～

・屋外拡声子局の難
聴エリアへの戸別受
信機の設置。
・自主防災会代表者
宅等への戸別受信機
の設置（役員交代時
の移設対応）。
・伊予市安心安全
メールやツイッターに
よる継続的な情報発
信。

情報伝達手段の多重化に
向け、ＩIP無線機を導入予
定。

土砂災害警戒区域等を対
象に戸別受信機の整備を計
画。

・防災行政無線戸別受信
機等購入者に対する補助
金の交付

H27年度～
H31.4月末現在
232件

継続実施予定

・防災行政無線の機能拡
充を図るほか、他のメディ
アによる情報伝達手段の
多様化を研究

引き続き実施

H29.2月に防災行政無線
屋外子局を増設。
H29.3月に子局のｽﾋﾟｰｶｰ
の種類･向きを修正。
H29.3月に移動系通信ｼ
ｽﾃﾑのﾃﾞｼﾞﾀﾙ化時に同
報系連動の仕組みを追
加。
H30.2.28防災行政無線
再生用電話番号周知ﾁﾗ
ｼ(ｼｰﾙ)を各戸配布。
H30.2.28自主防災会連
合会総会において自主防
会長へﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽの届出
を依頼。

登録制メールの導入を検討（H30
年度～）
・戸別受信機購入の補助制度の
検討(H31年度～)
・スマートフォンＰＵＳＨ配信サービ
ス導入の検討(H30年度～)
・自主防災会長のﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽを収
集し、情報･状況等を一斉配信す
る手法を検討(H30年度～)

・誰もが目につく橋脚への水
位の危険度レベルの表示

Ａ

松山市

課題の
対応

項目 事項 内容

伊予市 東温市 松前町
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実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定

２）ソフト対策の主な取組　　①急激な水位上昇に対する円滑かつ迅速な避難行動のための取組

■情報伝達、避難計画等に関する取組

・リアルタイムの情報提供や
プッシュ型情報の発信及び
連絡網の整備、ホットライン
の構築

・アラームメール（えひめ河
川メール）の利用登録者
の推進

・毎年、出水期前にホット
ラインの連絡体制を確認

H28年度～ 引き続き実施 引き続き実施

・アラームメール（えひめ河
川メール）の利用促進活
動
・石手川のホットライン構
築

H28年度～

・新たにチラシを作成
し、スーパー、コンビニ
で配布
・H30年度中に石手
川におけるホットライン
を構築

・多様な機会を活用しチラシを配
布するなど、利用促進活動を引
き続き実施
・ホットラインの実施

・リアルタイムの情報提供
やプッシュ型情報の発信
及び連絡網の整備、ホット
ラインの構築

・毎年、出水期前にホット
ラインの連絡体制を確認

H28年度～

・プッシュ型情報の発
信について各市町よ
り、了承を得た。
・平成29年5月1日か
らプッシュ型情報配信
開始。
・H29.9.17台風第18
号の影響により、氾濫
危険水位を超過した
ため、プッシュ型配信
を実施。
・H31.4にホットライン
の連絡体制確認済

プッシュ型情報配信やホットライン等を
継続実施。
・R元5.12に総合水防演習にてプッ
シュ型通知を実施。

・想定最大規模降雨に伴う
洪水に対応した防災行動
計画（タイムライン）作成、
関係機関の連携状況等を
踏まえた精度向上並びに訓
練の実施

・国、県と協力しタイムライ
ンの精度向上

・国、県が実施するタイム
ラインによる訓練への参加

H28年度～
・H29出水を踏まえ、
タイムラインの見直し
を行った。

タイムラインは随時更新し、精度
向上を図る。（R1.5.29警戒レベ
ル導入に伴う見直し予定）

・国、市町と協力しタイムラ
インの策定及び内容精査
を支援

H28年度～

H29.5.30
水防時における河川
水位情報等の伝達訓
練を実施

H30.5.30
・水防時における河川
水位情報等の伝達訓
練を実施

・タイムラインは随時更新
（R1.5.29警戒レベル導入に伴う
見直し予定）
及び出水を踏まえH31年度出水
期前までに策定し、その後必要に
応じ精度向上を図る。

・引き続き河川水位情報等の伝
達訓練を実施予定

・タイムラインは策定済み
（H27.10）

・関係機関（国・県・市町）
の行動状況や連携状況を
踏まえた精査

・タイムラインによる訓練の
実施

H28年度～

毎年出水期前に洪水
対応演習でタイムライ
ンによる訓練を実施
・H31.4.23に洪水対
応演習にて実施

・タイムラインによる訓練を毎年実
施
・タイムラインは随時更新し、精度
向上を図る。（R1.5.29警戒レベ
ル導入に伴う見直し予定）
・R元.5.12総合水防演習にて、
関係機関との訓練を実施予定。

・想定最大規模降雨に伴う
洪水対応の避難計画及び
近隣市町との広域避難に
関する調整及び避難経路
の検討

近隣市町との調整が必要
な場合に行う。

H28年度～検
討

未
Ｈ２９年度から国が実施する広域
避難に関する検討着手に合わせ
て検討する。

近隣市町との広域避難に
関する情報提供

H28年度～検
討

無し
Ｈ２９年度から国が実施する広域
避難に関する検討着手に合わせ
て検討する。

近隣市町との広域避難に
関する情報提供

H28年度～検
討

・下流域の市町での
避難に関して検討完
了。
・中上流域もH30に検
討着手。

・R元年度以降に広域避難に関
する検討実施

・洪水予報文の改良 ・洪水予報文の改良 H28年度～

・H28.11月にシステ
ムの改良済み。
・Ｈ２９．６月に想定最
大規模での浸水区域
として対象となる地区
名まで表示

引き続き検討し、随時改良を行
う。

・氾濫が発生した場合の
浸水区域として対象となる
地区名まで表示した洪水
予報文の改良

H28年度～

・H28.11月にシステ
ムの改良済み。
・Ｈ２９．６月に想定最
大規模での浸水区域
として対象となる地区
名まで表示

R元.6月にシステム改良予定

・想定最大規模も含めた浸
水想定区域図及び浸水シ
ミュレーション、家屋倒壊等
氾濫想定区域の公表

・想定最大規模も含めた
浸水想定区域図及び浸水
シミュレーション、家屋倒
壊等氾濫想定区域の公
表

H29年1月27日
石手川県管理区間に
ついて公表
（H29.1.27)

・引き続き県ホームページ等で公
表
・石手川において、計画規模～
想定最大規模の間で数ケース新
たに検討予定

・想定最大規模も含めた
浸水想定区域図及び浸水
シミュレーション、家屋倒
壊等氾濫想定区域の公
表

H28年5月30日
公表済

－
石手川ダム下流区において、計
画規模、想定最大規模、その他
数ケースで新たに検討予定

・想定最大規模対応ハザー
ドマップ（統合型防災マッ
プ）の作成・配布

・国からの最新の浸水区
域図等データにより、現在
のハザードマップ（統合型
防災マップ）の改良・周知

H29年度まで

H29.7月 HPに国のハ
ザードマップポータル
サイト等への外部リン
クを掲載し周知

H30.5月に想定最大
規模情報が掲載され
ている防災マップを全
戸配布

転入者や希望者について、防災
マップ等の配布を継続

・地域住民に伝わる情報提
供方法を検討

・情報伝達手段の多重化
として、防災行政無線の個
別受信機のない自主防災
組織会長宅へ防災ラジオ
配布を実施。

H27年度～

・毎年配布を実施
・Ｈ30.4月自主防災
会新会長へ引き継ぎ
(会長宅43箇所 整備
済み）

引き続き毎年年度当初に実施

・流域３市２町にアンケート
調査を行い地域住民に伝
わる情報提供方法を検討

・異常洪水時防災操作時
のサイレンの吹鳴回数及
びアナウンスの見直し

・ダムに関する情報等のユ
ニバーサルデザイン化（危
険度レベルの表示）

Ｈ29年度～

・H31.3 下流域のアン
ケート調査結果の集
計完了

・H31.3月に異常洪水
時防災操作時のサイ
レンの吹鳴回数及び
アナウンスの見直し完
了

・アンケート集計結果を基に広域
避難等について検討

・ダムに関する情報等のユニバー
サルデザイン化について検討

・誰もが目につく橋脚への水
位の危険度レベルの表示

・誰もが目につく橋脚への
水位の危険度レベルの表
示

H28年度～

・Ｈ29．３月に1箇所
設置済み。
・H30.3月に1箇所設
置済み

引き続き設置検討

内容

砥部町 愛媛県 気象台 四国地整

項目 事項
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実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定

２）ソフト対策の主な取組　　①急激な水位上昇に対する円滑かつ迅速な避難行動のための取組

■平時から住民等への周知・教育・訓練に関する取組

・避難を促す緊急行動の
トップセミナーの開催及び共
同点検の実施

Ｂ
・国が実施するトップセミ
ナー及び共同点検の参加

H27年度～毎
年

・Ｈ27～Ｈ３０ 出水期
前に重要水防箇所の
共同点検を実施。

毎年出水期前に国からの通知確
認毎に関係機関共同での点検を
実施

国が実施するトップセミ
ナー及び共同点検の参加

H27年度～毎
年

・Ｈ27～Ｈ３０ 出水期
前に重要水防箇所の
共同点検を実施。

毎年出水期前に国からの通知確
認毎に関係機関共同での点検を
実施

国が実施するトップセミ
ナー及び共同点検の参加

H27年度～毎
年

・Ｈ27～Ｈ３０ 出水期
前に重要水防箇所の
共同点検を実施。

毎年出水期前に国からの通知確
認毎に関係機関共同での点検を
実施

・国が実施するトップセミ
ナー及び共同点検の参加

H27年度～毎
年

・Ｈ27～Ｈ３０ 出水期
前に重要水防箇所の
共同点検を実施。

毎年出水期前に国からの通知確
認毎に関係機関共同での点検を
実施

・情報発信時の「危険度の
色分け」や「警報級の現象」
等の改善

Ｈ

・効果的な「水防災意識社
会」の再構築に役立つ広報
や資料の作成・配布

Ａ、Ｇ
Ｈ、Ｊ

・市webによる広報・周知
・総合防災訓練等で広報
ブース設置

H28年度～

・水防災意識社会の
関連リンクを市ＨＰ上
に掲載（Ｈ28～）

・広報紙水防災意識
社会の関連ウェブサイ
トについて掲載（Ｈ
29.8）

引き続き実施
河川管理者等が作成した
チラシ等による広報・周知

H29年度～

・広報誌（平成30
年6月号）に、土砂
災害防止月間の
周知と伊予市水防
工法訓練の実施
内容について掲載
・伊予市ＨＰに国交
省ハザードマップ
ポータルサイト及び
浸水シミュレーショ
ン検索システムを
リンク

・随時、防災情報について広報
誌等に掲載予定

・水害についての広報活
動

引き続き実施

・毎年土砂災害防止
月間に合わせて広報
を実施
・H29.6広報誌に水防
訓練について掲載
・Ｈ29．8広報誌に浸
水予測等のＷＥＢサイ
トについて掲載

・毎年土砂災害防止月間に合わ
せて実施予定

・広報紙や町のweb、フェ
イスブックを通じた啓発

H28年度～

・Ｈ２９年６月24日に
松前町ＨＰと
Facebookに「ハザード
マップポータルサイト」
「浸水ナビ」「川の防
災情報」等の国交省
等の防災・減災ウェブ
サイトについて掲載
・Ｈ２９年８月号広報
紙にて「ハザードマッ
プポータルサイト」「浸
水ナビ」「川の防災情
報」等の国交省等の
防災・減災ウェブサイ
トについて掲載
・H29年9月号広報紙
にて「土嚢･水嚢･止水
板」の作成方法等に
ついて掲載

引き続き随時実施

・小中学校等における水災
害教育を実施
・避難確保計画作成、避難
訓練及び避難訓練を通じた
防災教育の実施について
は、協議会等による支援を
行うとともに、先進的な事例
については協議会等の場を
活用し、共有

Ａ、Ｇ
Ｊ

・防災センターでの課外授
業
・出前講座
・訓練参加

・モデル校による試行授業
の実施

・避難確保計画作成、訓
練等について支援

引き続き実施

・防災センターでの課
外授業を実施（Ｈ
21.4）

・モデル校による試行
授業を実施（松山河
川国道事務所主催）
（H30.6.11～29）

講演依頼の要請を受けたところ
から毎年実施

教育委員会との連携の下
で研究していく。

・モデル校による試行授業
の実施

・避難確保計画作成、訓
練等について支援

H29年度～

・H29.10.26、市内小
中高校教員が参画す
る協議会において、被
害想定の説明及び学
校防災マニュアルへ
の適切な反映・指導
を依頼した。

・モデル校による試行
授業をH30.6.18～28
の間に4コマ実施。

学校からの要望に応じて対応す
るとともに、モデル校である伊予
小学校の取り組みを支援する予
定。

・要請に応じ、出前講座に
より水災害教育を実施

・モデル校による試行授業
の実施

・避難確保計画作成、訓
練等について支援

引き続き実施 未
学校からの講演等の依頼により
実施する。

教育委員会・各小中学校
と実施方法等について検
討

・モデル校による試行授業
の実施

・避難確保計画作成、訓
練等について支援

H28年度～

H29.10.26教育委員会主
催の防災教育推進連絡
協議会に赴き、実施につ
いて検討した。
H29.11.27、H29.11.29地
域学習のﾃｰﾏとして防災
を選択した中学生を対象
に防災担当職員が質疑応
答等を通して学習支援を
実施。

・モデル校による試行授業
をH30.6.28に1コマ実施。

引き続き検討

・ダム操作に関する地元関
係者への周知

Ｆ、Ｇ
Ｈ

・国の説明会に関係各課
が参加し、関係機関等へ
周知

引き続き定期的
に実施

国開催のﾀﾞﾑ放流警
報周知会に参加

引き続き参加
・国の説明会に関係各課
が参加し、関係機関等へ
周知

引き続き定期的
に実施

H29.4月国開催のﾀﾞﾑ
放流警報周知会に防
災担当、地区公民館
長、消防署等が参
加。住民等へ説明で
きる人員･体制を整え
た。

引き続き実施

東温市 松前町

項目 事項 内容
課題の
対応

松山市 伊予市
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実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定

２）ソフト対策の主な取組　　①急激な水位上昇に対する円滑かつ迅速な避難行動のための取組

■平時から住民等への周知・教育・訓練に関する取組

・避難を促す緊急行動の
トップセミナーの開催及び共
同点検の実施

・国が実施するトップセミ
ナー及び共同点検の参加

H27年度～毎
年

・Ｈ27～Ｈ３０ 出水期
前に重要水防箇所の
共同点検を実施。
・H30は6月に防災パト
ロールを実施。

毎年出水期前に国からの通知確
認毎に関係機関共同での点検を
実施

・水防連絡協議会等にお
いて関係者に避難活動の
充実を図る啓発を実施
・関係者で重要水防箇所
の合同点検等を実施

引き続き実施

中予建設部地方水防
連絡協議会
・Ｈ28.6.1,2
合同点検実施
・Ｈ29.5.,23他
合同点検実施。
・Ｈ29.6.7、Ｈ30.2．5
に中予建設部大規模
氾濫に関する減災対
策協議会開催
・Ｈ30.6.5中予建設部
大規模氾濫に関する
減災対策協議会開催
・Ｈ30.5.25他合同点
検実施
H31.3.12
中予地方局建設部大
規模氾濫に関する減
災対策協議会幹事会
開催

・Ｈ31.6.5
中予建設部大規模氾濫に関する
減災対策協議会開催予定
・Ｈ31年度出水期前に合同点検
実施予定。

・毎年出水期までに首長
以下関係者で、避難を促
す緊急行動のトップセミ
ナーの開催及び共同点検
の実施。また、重要水防
箇所等の点検を実施。

H27年度～毎
年

・Ｈ２８．５共同点検実
施
・Ｈ２８．５重要水防箇
所点検を実施
・Ｈ２９．５重要水防箇
所の点検実施
・H30.４月に重要水防
箇所点検実施

毎年出水期前に関係機関共同
での点検等を実施

・情報発信時の「危険度の
色分け」や「警報級の現象」
等の改善

・情報発信時の「危険度の
色分け」や「警報級の現
象」等の改善

・「大雨警報（浸水害）の
危険度分布」及び「洪水警
報の危険度分布」の提供

・大雨・洪水警報の改善

H29.5.17 13時
提供開始

・H29.7.4 13時
提供開始予定

・H29.7.4 13時
実施予定

H29.5.17 13時提供
開始
　

H29.7.4 13時提供開
始

H29.7.7 13時提供開
始

　　　　　－

　　　　　－

随時、大雨・洪水警報基準の見
直しを実施

・効果的な「水防災意識社
会」の再構築に役立つ広報
や資料の作成・配布

・災害情報提供のチラシ
等による広報・周知検討

H29年度～

・H29.7月号広報誌に
防災情報を掲載。
・H29.7月に国の防災
情報サイトPR資料を
回覧。
・H29.7月 HPに国の
ハザードマップポータ
ルサイト等への外部リ
ンクを掲載し周知。

H30.5月号広報誌
に、H29台風第18号
の振り返りや防災情報
の取得方法などの記
事を掲載。

Ｈ30.9月号広報紙
に、H30年7月豪雨災
害の振り返りや防災情
報の取得方法などの
記事を掲載。

引き続き検討 ・えひめ河川メールや重要
水防箇所のチラシ配布

引き続き実施

新たにチラシを作成
し、スーパー、コンビニ
で配布（H29.5.23他
合同点検時等で配
布）

多様な機会を活用しチラシを配
布するなど、利用促進活動を引
き続き実施

・水災害広報の充実として
出水があった場合、ニュー
スレターを発行

・水防工法の模型展示等
による広報の充実

H28年度～

・Ｈ２９．６月に防災情
報サイトをＰＲする資
料を作成して各市町
に周知
・水災害等に関するチ
ラシをH30.3月に作成

水災害等に関するチラシを、R
元.5.12 総合水防演習で配布

・小中学校等における水災
害教育を実施
・避難確保計画作成、避難
訓練及び避難訓練を通じた
防災教育の実施について
は、協議会等による支援を
行うとともに、先進的な事例
については協議会等の場を
活用し、共有

教育委員会との連携の下
で研究していく。

・モデル校による試行授業
の実施

・避難確保計画作成、訓
練等について支援

H29年度～

・H29.7月こども防災
キャンプを実施

・モデル校による試行
授業をH30.6.15～21
の間に3コマ実施。

・H31.2月教職員が参
加する協議会で防災
講習を実施

・引き続き検討

・要請に応じ、出前講座に
より水災害教育を実施

・避難確保計画作成、訓
練等について支援

引き続き実施

Ｈ28.6
出前講座を開設
H29.9.15
老人福祉施設協議会
において出前講座を
開催

H30.随時
要請に応じて実施

・防災教育に関する支援
を実施する学校を決定し、
指導計画の作成支援に着
手。作成した指導計画を
関連市町村における全て
の学校に共有

・避難確保計画作成、訓
練等について支援

引き続き実施

・Ｈ29.5月に冊子作成
済み。
・H30.10月まででモデ
ル校5校にて試行授
業を実施。
・H30年度で指導計
画書等を作成

引き続き支援を行う。

・ダム操作に関する地元関
係者への周知

－ －

・石手川ダム放流警報周
知会の実施

・河川利用者への説明

引き続き定期的
に実施

・予定通り定期的に実
施中。
・Ｈ31.4月に石手川ダ
ム放流警報周知会を
実施。

引き続き定期的に実施予定

内容

砥部町

項目 事項

愛媛県 気象台 四国地整
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実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定

２）ソフト対策の主な取組　　②堤防特性や河道特性に応じた効果的な水防活動等に関する取組

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組

・水防団等への連絡体制の
再確認と伝達訓練の実施

Ｋ

・訓練にあわせて毎年情
報伝達網の確認
（各地域ごとの訓練時、樋
門の点検や操作方法の確
認を行う）

毎年出水期前
に実施。

水防説明会で確認
（H30.6.3)

毎年実施
（H31.6.2消防団教育訓練会で
実施)

職員参集メールを使用し
た情報伝達の実施
消防署による消防団連絡
体制の確認
連絡体制を活用した各種
活動で活用

毎年出水期前
に実施。

情報連絡網の確認及
び更新

通信指令システムを
活用した消防団幹部
への一斉通報試験の
定期的な実施（平成
30年4月25日、他）

登録情報の修正時などと併せて
継続して実施する。

・情報伝達網の確認(火
災・事故・捜索活動でも活
用)

毎年出水期前
に実施。

毎月1回水防団（消
防団）による通信訓練
を実施

継続実施 ・情報伝達網の確認 毎月１回実施 引き続き実施 引き続き実施

・水防連絡会等による水防
団等との共同点検等の実
施及び重要水防箇所の精
査・見直し

Ｋ、Ｌ

・水防説明会を開催し、年
度ごとの見直し内容を水
防団に説明
・水防工法訓練への水防
団・自主防災組織・市消
防・市関係職員の参加

毎年出水期前
に実施。

・水防工法訓練実施
（H30.5.20）

毎年実施
（Ｈ31.5.12
重信川総合水防演習実施）

実施について今後検討 未定

重要水防箇所の見直
し(平成28年6月23
日)土砂災害及び公
共土木施設危険箇所
パトロールを地元関係
者、県、市、警察、消
防、消防団合同で実
施(平成30年6月11
日)

重要水防危険箇所の共同点検
を検討

・水防連絡会等への消防
団・自主防災組織・消防
署・市職員等の参加

毎年出水期前
に実施。

H29.6
水防危険箇所共同点
検実施

継続実施予定

・水防連絡会等への水防
団・危機管理課職員・消
防署・自主防災組織等の
参加による情報共有

毎年出水期前
に実施。

H29.5.26
H30.5.25
水防ﾊﾟﾄﾛｰﾙを実施。
H29.5.29
H30.5.30
水防協議会を開催。

引き続き実施

・水防団・自主防災組織・
消防署等の関係機関が連
携した水防訓練の実施

Ｍ
・水防工法訓練に水防団・
自主防災組織・消防署・
市関係職員が参加

毎年出水期前
に実施。

・水防工法訓練実施
（H30.5.20）

毎年実施
（Ｈ31.5.12
重信川総合水防演習実施）

消防団、自主防災組織、
消防署、市職員が参加

毎年出水期前
に実施。

毎年実施
（Ｈ31.5.12
重信川総合水防演習
実施）

引き続き実施予定
水防訓練の内容について改善を
検討

・消防団・自主防災組織・
消防署・市職員の水防訓
練参加

毎年出水期前
に実施。

・H28.5
水防訓練実施
・H29.5
水防訓練実施
・H30.5
水防訓練実施

継続実施予定
・消防団・自主防災組織に
よる合同水防工法訓練の
実施

毎年出水期前
に実施。

H29.5.21
H30.5.20
合同水防工法訓練を
実施。

引き続き実施

・製作済み土のう及び備蓄
土のう袋の定期的な点検及
び更新

Ｎ
・製作済み土のう及び備
蓄土のう袋の定期的な点
検及び更新

毎年出水期前
に実施

・水防工法訓練の際
に実施（H30.5.20）

継続的に実施
・製作済み土のう及び備
蓄土のう袋の定期的な点
検及び更新

毎年出水期前
に実施

水防工法自主訓練で
土のうを作成し、更新
を実施予定(令和元
年5月)

引き続き実施予定
・製作済み土のう及び備
蓄土のう袋の定期的な点
検及び更新

毎年出水期前
に実施

・・H28.5
水防訓練実施
・H29.5
水防訓練実施
・H30.5
水防訓練実施

継続実施予定
・製作済み土のう及び備
蓄土のう袋の定期的な点
検及び更新

毎年出水期前
に実施

H29.5.8に100袋更
新。

H29.5.21
H30.5.20
水防工法訓練におい
て新たに土のうを作
成。平成30年度につ
いては、各自主防災
会に配布した。
・H30.6.25に1,000袋
を新たに作成。
・H30.9.28に1,000袋
を新たに作成。

引き続き実施

・土のうの分散備蓄及び自主防・
消防団による定期的な点検・更
新について検討(H30年度～)
・安定的な保管のための土のう倉
庫の設置(H30年度)

■要配慮者利用施設や大規模工場等の自衛水防の推進に関する取組

・要配慮者利用施設・関係
各課と連携した、情報伝達
訓練及び避難訓練の計画
の検討並びに避難確保計
画の作成に向けた支援の
検討を実施

Ｉ

・浸水想定区域内の要配
慮者利用施設に対して、
避難計画書の義務化の周
知、作成の推進

平成30年度

浸水想定区域内の要
配慮者利用施設を抽
出（751施設）

・地域防災計画を部
分修正

・該当施設に避難計
画書の義務化を周知
（Ｈ30.6）

・各施設の避難確保計画作成を
支援

避難行動要支援者利用
施設を対象にした情報伝
達及び避難訓練を実施
し、避難計画の作成をお
願いしている。

引き続き実施

浸水想定区域内の要
配慮者利用施設14
施設に対し、避難確
保計画の作成につい
て指導・助言を行った
結果、13施設からの
計画を受領した。

引き続き、避難確保計画の未整
備施設の指導・助言を行いなが
ら、適宜、避難訓練実施について
も啓発を行う。

・浸水想定区域等にある
要配慮者利用施設が実
施する訓練等の支援、避
難確保計画の作成の義務
化の周知

避難確保計画
作成義務の周
知については平
成３０年度

区域内の施設を抽出 区域内の施設に周知

・浸水想定区域内の要配
慮者利用施設に対する各
種計画の作成に向けた支
援

引き続き実施

H29.5.30
H30.5.30
河川水位情報等の伝
達訓練を実施。

引き続き実施

・大規模工場等への浸水リ
スクの説明と水害対策等の
啓発活動

Ｇ

浸水想定区域内の大規
模工場等の避難計画など
について、条例を制定し、
計画書の作成を支援して
いる。（Ｈ２６．３から）

引き続き実施
大規模工場等に計画
書作成を啓発（Ｈ26.3
～）

継続的に実施

将来にわたり、大規模浸
水の想定区域内への工場
建設に備え、防災マップに
よる啓発を検討

H29年度～

広報誌の発送によ
る、洪水情報配信
サービスの開始（４
月広報）や、土砂
災害防止月間の
周知（６月広報）を
実施。

平成30年3月からホームページ
で公開している浸水シミュレーショ
ン検索システムについて、あらゆ
る機会を捉えて啓発する。

・浸水想定区域であること
を防災マップを配布するこ
とで、周知する。

H28年度～

防災マップの配布を
行った。ただし、浸水
想定区域は旧区域。
なお、新区域は市HP
に掲載するとともに、
洪水ハザードマップを
作成し、H28.4月に対
象地域及び福祉施設
等に配布した。

要望に応じ、防災マップの追加配
布等による啓発を行う。

・防災マップによる浸水想
定区域の周知

引き続き実施

H30.3.26想定最大規
模降雨による洪水浸
水想定区域を示した
防災マップをHPに掲
載。

引き続き実施

松前町伊予市 東温市松山市

項目 事項 内容
課題の
対応
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実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定

２）ソフト対策の主な取組　　②堤防特性や河道特性に応じた効果的な水防活動等に関する取組

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組

・水防団等への連絡体制の
再確認と伝達訓練の実施

・水防団との伝達訓練
毎年出水期前
に実施

Ｈ30年4月
連絡体制を確認

引き続き実施

・市町へ管理委託している
樋門の操作点検時にあわ
せて地元水防団・樋門操
作員の連絡体制の確認を
実施。

毎年出水期前
に実施。

H29.4
毎年市町により、連絡
体制を確認

引き続き実施

・水防団との伝達訓練
・樋門操作員との伝達訓
練及び避難訓練
・維持工事による特別巡
視訓練

毎年出水期前
に実施

・定期的に実施中
・Ｈ28.5．１５に樋門操
作員との伝達訓練を
実施。
・Ｈ29.5.12に特別巡
視訓練を実施。

・R元.5.12総合水防演習にて実
施予定
・特別巡視訓練を実施予定

・水防連絡会等による水防
団等との共同点検等の実
施及び重要水防箇所の精
査・見直し

・水防連絡会の開催及び
重要水防箇所等の確認

毎年出水期前
に実施

Ｈ29年5月
水防協議会、防災パ
トロール実施

H30年6月
水防協議会、防災パ
トロール実施

引き続き実施

・地方水防連絡協議会の
開催
・重要水防箇所の精査・
見直し
・重要水防箇所の合同点
検を実施

毎年出水期前
に実施。

・H28.6.1
市町並びに地元住民
に対して共同点検実
施。
・H29.5.23他
市町並びに地元住民
に対して共同点検実
施。
・Ｈ30.5.25
市町並びに地元住民
に対して共同点検実
施。

・Ｈ31年度出水期前に合同点検
実施予定。

・水防連絡会の開催及び
重要水防箇所の確認
・重要水防箇所の精査・
見直し

毎年出水期前
に実施

H29.5.22、H30.4.26
に水防連絡会を実施

・引き続き毎年出水期前に点検
等実施予定
・R元年度重要水防箇所を見直し
予定

・水防団・自主防災組織・
消防署等の関係機関が連
携した水防訓練の実施

・水防団・自主防災組織・
消防署・危機管理課職員
が参加

毎年出水期前
に実施。

・Ｈ28年5月
水防工法訓練実施
・Ｈ29年4月
消防団技術訓練実施
・H29.5.20に水防工法訓
練を実施
・H29.7月災害図上訓練
実施
・H30.5.13水防訓練実施

引き続き実施
・水防管理者が行う水防
訓練等における水防指導
者への技術的支援を実施

随時

・H28.8.4、H29.7.31消
防職員の初任教育にお
いて水防技術等につい
て講習を実施

H31年度以降も引き続き消防職
員の初任教育において水防技術
等に係る講習を実施予定

・水防団、消防団の団員
内に、水防工法の指導者
育成を実施

毎年出水期前
に実施

・定期的に実施中
・H29.5月に東温市と
砥部町にて水防工法
の指導を実施
・H29.10月、H30.5月
に流域市町の消防団
等に水防工法の指導
を実施。

R元.5.12総合水防演習にて実施
予定

・製作済み土のう及び備蓄
土のう袋の定期的な点検及
び更新

・備蓄土のう袋の定期的な
点検及び更新

毎年出水期前
に実施

Ｈ28年5月
水防工法訓練におい
て実施
・H29.5.20に水防工
法訓練において実施
・H30.5.13に水防工
法訓練において実施

引き続き実施
・備蓄土のう袋の定期的な
点検及び更新

毎年出水期前
に実施

・年度末(3月)に確認
・１０月に点検及び備
蓄土のう袋追加購入

引き続き実施
・備蓄土のう袋の定期的な
点検及び更新

毎年出水期前
に実施

H29.5.22、H30.4.26
に水防連絡会を実施

引き続き毎年出水期前に実施予
定

■要配慮者利用施設や大規模工場等の自衛水防の推進に関する取組

・要配慮者利用施設・関係
各課と連携した、情報伝達
訓練及び避難訓練の計画
の検討並びに避難確保計
画の作成に向けた支援の
検討を実施

・要配慮者利用施設・福
祉施設担当部局と連携し
て、情報伝達訓練や避難
訓練の計画の支援

H29年度～
要配慮者利用施設の
見直しを実施

情報伝達訓練等の支援を実施
予定。

・要配慮者利用施設・関
係各課と連携した、情報
伝達訓練及び避難訓練の
計画の検討並びに避難確
保計画の作成に向けた支
援の検討等を実施

引き続き実施

・Ｈ28.12
要配慮者利用施設の
管理者を対象とした
避難確保計画の作成
等に関する説明会を
実施
・Ｈ29.9.15
県老人福祉施設協議
会主催の「防災に関
する研修会」で、水防
法改正の内容や計画
策定に係る内容につ
いて施設管理者に説
明

引き続き検討

・大規模工場等への浸水リ
スクの説明と水害対策等の
啓発活動

・浸水想定区域内の大規
模工場等へ、水害対策等
のチラシ等の配布による啓
発を検討

H29年度～

H30年10月に浸水想
定区域内の企業（1
社）で防災講習を実
施

Ｈ30.6月までに改訂後の防災
マップを配布して周知

H30.5月から新しく作成した防災
マップを町HPにて公開

四国地整

内容

砥部町 愛媛県 気象台

項目 事項
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実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定

２）ソフト対策の主な取組　　③社会経済活動の早期復旧のための氾濫水の排除、施設運用等に関する取組

■排水活動及び施設運用の強化に関する取組

・排水機場、樋門、排水路
等の情報共有を踏まえた、
排水ポンプ車及びポンプ排
水委託の最適な配置計画
の検討を実施

Ｏ、Ｐ
・内水排除対策（ポンプ排
水委託）の実施

引き続き実施 未
国の配置計画等に合わせてＨ３０
年度以降検討する。

雨水排水計画の見直しの
実施、及び施設整備計画
の見直し

H30年度～

現行伊予排水区(雨
水)全体計画の見直し
(平成30年10月23
日)、雨水排水対策の
検討。

H30年度に改訂の計画に基づき
取組みを実施する。

・内水排除対策（ポンプ排
水委託）の実施

引き続き実施 未
国の配置計画等に合わせてＨ３０
年度以降検討する。

・内水排除対策（ポンプ排
水委託）の実施

引き続き実施

遊水池の水位情報と
潮の状況等を勘案し
ながら、日々、随時、
実施している。

国の配置計画等に合わせてＨ３０
年度以降検討する。

・排水ポンプ車等による訓
練の実施

Ｑ

・ダムの容量を有効活用す
るためのダム操作について
判断基準、操作ルール等
の検討を実施

Ｒ

松山市 伊予市 東温市 松前町

項目 事項 内容
課題の
対応
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実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定 実施内容 時期 現在までの実施状況 今後の予定

２）ソフト対策の主な取組　　③社会経済活動の早期復旧のための氾濫水の排除、施設運用等に関する取組

■排水活動及び施設運用の強化に関する取組

・排水機場、樋門、排水路
等の情報共有を踏まえた、
排水ポンプ車及びポンプ排
水委託の最適な配置計画
の検討を実施

・排水機場、樋門、排水路
等の情報共有を踏まえ、
水防団によるパトロール及
び水防活動の実施

引き続き実施

・H29.6.24に水位情
報によりパトロール実
施
・H29.8.7に水位情報
によりパトロール実施
・H29.9.17に水位情
報によりパトロール実
施
・H29.10.22に水位情
報によりパトロール実
施

・H30.7.6～7の間、パ
トロール及び水防活動
（内水排水）

水位情報により引き続き実施

・排水機場、樋門、排水路
等の情報共有を踏まえ、
管理しているポンプ車の適
切な配置計画を検討

H28年度～
・H31.3までに排水ポ
ンプ車配置計画の検
討実施。

R元年度に、現地状況等を踏ま
え精査する。

・排水ポンプ車等による訓
練の実施

・排水ポンプ車等による訓
練の実施

毎年実施

・H29.5.30排水ポンプ
車の操作訓練を実施
・H29.6.13災害対策
用機械操作訓練実施
・H30.5.24排水ポンプ
車操作訓練を実施
・H31.4.26排水ポンプ
車訓練を実施

R元.5.12総合水防演習にて実施
予定

・ダムの容量を有効活用す
るためのダム操作について
判断基準、操作ルール等
の検討を実施

・ダムの容量を有効活用
するためのダム操作につい
て判断基準、操作ルール
等の検討を実施

H28年度～ 検討中
関係機関と調整しながら、操作要
領等を作成予定

四国地整

事項 内容

砥部町 愛媛県 気象台

項目
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